
#愛媛県告示第７３９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、大三島町長から公有水面の埋立てにより新たに生

じた次の土地は、大三島町の地域であることを確認した旨の

届出があった。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

#愛媛県告示第７４０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、大三島町長から次のとおり字の区域を変更する旨の

届出があった。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

#愛媛県告示第７４１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、大三島町長から公有水面の埋立てにより新たに生

じた次の土地は、大三島町の地域であることを確認した旨の

届出があった。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

#愛媛県告示第７４２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、大三島町長から次のとおり字の区域を変更する旨の

届出があった。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

#愛媛県告示第７４３号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び松

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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告 示

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

大三島町大字野々江６２９０の２、６２９１＋６２９３＋６２９４
＋６２９５＋６２９６＋６２９７＋６２９８＋６２９９＋６３００＋６３０１＋
６３０２＋６３０３＋６３０４＋６３０５＋６３０６＋６３０７＋６３０８＋６３
０９＋６３１０＋６３１１＋６３１２＋６３１３＋６３１４＋６３１５＋６３１６
＋６３１７＋６３１８＋６３１９＋６３２０＋６３２１＋６３２２＋６３２３＋
６３２４＋６３２５＋６３２６＋６３２７＋６３２８＋６３３２＋６３３３＋６３
３４＋６３３５＋６３３６＋６３３７＋６３３８＋６３３９＋６３４０＋６３４１
＋６３４２＋６３４３＋６３４４＋６３４５＋６３４６＋６３４７＋６３４８＋
道、６２９２、６３８３の１及び６３８３の２の地先

２，２６３．６５

大三島町大字野々江８０７３の２、８０７４の２、８０７５の
２、８０７６の２、８０７６の３、８０７７の１、８０７７の２、
８０７８から８０８２まで、８０８３の３、８０８５の２、８０８６の
２、８０８７の２及び８０８８の２の地先

１，０３２．９４

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

大字野々
江

大三島町大字野々江６２９０の２、６２９１＋６２
９３＋６２９４＋６２９５＋６２９６＋６２９７＋６２９８＋６２
９９＋６３００＋６３０１＋６３０２＋６３０３＋６３０４＋６３
０５＋６３０６＋６３０７＋６３０８＋６３０９＋６３１０＋６３
１１＋６３１２＋６３１３＋６３１４＋６３１５＋６３１６＋６３
１７＋６３１８＋６３１９＋６３２０＋６３２１＋６３２２＋６３
２３＋６３２４＋６３２５＋６３２６＋６３２７＋６３２８＋６３
３２＋６３３３＋６３３４＋６３３５＋６３３６＋６３３７＋６３
３８＋６３３９＋６３４０＋６３４１＋６３４２＋６３４３＋６３
４４＋６３４５＋６３４６＋６３４７＋６３４８＋道、６２９２
、６３８３の１及び６３８３の２の地先公有水面
埋立地

２，２６３．６５

大字野々
江

大三島町大字野々江８０７３の２、８０７４の２
、８０７５の２、８０７６の２、８０７６の３、８０７７
の１、８０７７の２、８０７８から８０８２まで、８０
８３の３、８０８５の２、８０８６の２、８０８７の２
及び８０８８の２の地先公有水面埋立地

１，０３２．９４

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

大三島町大字肥海４８３６の２、４８５１の２、４８５２の２
、４８５３の２及び４８６７の地先 １，５４６．２４

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

大字肥海 大三島町大字肥海４８３６の２、４８５１の２、
４８５２の２、４８５３の２及び４８６７の地先公有
水面埋立地

１，５４６．２４

毎週（火・金）曜日発行 第１３４４号 平成１４年４月２日
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前町役場において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

東レ株式会社

東京都中央区日本橋室町二丁目２番１号

代表取締役社長 平井 克彦

２ 工場・事業場の名称及び所在地

東レ株式会社愛媛工場

伊予郡松前町大字筒井１５１５番地

３ 特定施設に関する事項

脱硫装置

４ 汚水等の処理施設に関する事項

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

� 第１排水口

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。）別表第１第６３号の３ 廃
ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２１５，０００ノルマル立方メ
ートル処理

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 平成１４年８月２０日

使用開始の予定年月日 平成１４年８月２１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．５

最大 ６．０～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４００

最大 ５００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，０００

最大 ３，０００

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０．０

最大 ２０．０

全燐（単位
１リット

ルにつきミ
リグラム）

通常 １．０

最大 ３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２３０

最大 ２８８

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 平成１４年８月２０日

使用開始の予定年月日 平成１４年８月２１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理＋物理処理

処 理 施 設 の 型 式 酸化、凝集、ろ過方式

処 理 施 設 の 構 造 ＦＲＰ＋鉄

処理施設の主要寸法（単位
メートル） 縦１０．０ 横１１．５ 高さ４．１８２

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２８８立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 酸化、凝集、ろ過方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．５

最大 ６．０～８．５

通常 ６．５～８．５

最大 ６．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４００

最大 ５００

通常 ２０

最大 ３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，０００

最大 ３，０００

通常 ２０

最大 ２０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０．０

最大 ２０．０

通常 ５．０

最大 １０．０

全燐（単位
１リット

ルにつきミ
リグラム）

通常 １．０

最大 ３．０

通常 １．０

最大 ３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２３０

最大 ２８８

通常 ２３０

最大 ２８８

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．５～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １４．７

最大 １５．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．７

最大 ２１．６

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０．０

最大 ２０．０

全燐（単位
１リット

ルにつきミ
リグラム）

通常 １．０

最大 ３．０

愛 媛 県 報平成１４年４月２日 第１３４４号

４３０



� 第２排水口

変更なし。

#愛媛県告示第７４４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」

という。）第８条第１項の規定により市町村から聴取した意

見の概要は、次のとおりである。

当該意見は、愛媛県経済労働部商工流通課及び松山地方局

産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日か

ら１月間縦覧に供する。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

#愛媛県告示第７４５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）附則第５条第４項の規定により法第６条第２項の規定

による届出とみなされる法附則第５条第１項の規定による変更に係る事項の届出があったので、法第６条第３項において準用

する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部商工流通課及び宇和島地方

局産業経済部商工労政課並びに宇和島市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部商工流通課及び宇和島地方局産業経済部商

工労政課並びに宇和島市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部商工流通課

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９０，９７０

最大 １２０，６５０

大規模小売店舗
の名称

大規模小売店舗
の所在地

法第８条第１項の規定により市町村
から聴取した意見の概要

コープ久米 松山市鷹子町７０
番地

ごみの減量化及びリサイクルの推進
に努めること。

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フジグラン北宇和島 宇和島市伊吹町字タ
カヒ甲９１２番地２

大規模小売店舗において小
売業を行う者の氏名又は名
称

株式会社フジ、株
式会社メディコ・
二十一、株式会社
四国フジパン、株
式会社キタムラ、
梶原竹次郎及び株
式会社フォードフ
ジ

株式会社フジ、株
式会社メディコ・
二十一及び株式会
社フォードフジ

平成１５年
３月１日

平成１４年
３月２２日

大規模小売店舗内の店舗面
積の合計 ６，９６５� １３，８３５�

駐車場の収容台数 ５６３台 １，０９４台

駐輪場の収容台数 １６５台 ４１７台

大規模小売店舗において小
売業を行う者の開店時刻及
び閉店時刻

開店時刻
午前１０時
閉店時刻
午後９時

開店時刻
午前９時
閉店時刻
午後１０時

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午後９時から
午後９時３０分まで

午前８時３０分から
午後１０時３０分まで

駐車場の自動車の出入口の
数 ６箇所 ７箇所
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#愛媛県告示第７４６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、周桑郡丹原町大字徳能地域に係る県営土地改良

事業計画を変更したので、同条第６項において準用する同法

第８７条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更計

画書の写しを縦覧に供する。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業・徳能地区）変更計画

書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月３日から５月１日まで

３ 縦覧場所

丹原町役場

#愛媛県告示第７４７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、越智郡朝倉村大字朝倉上、朝倉下及び朝倉南地

域に係る県営土地改良事業計画を変更したので、同条第６項

において準用する同法第８７条第５項の規定により、次のとお

り土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用道路整備事業・朝倉下地区）

変更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月３日から５月１日まで

３ 縦覧場所

朝倉村役場

#愛媛県告示第７４８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、越智郡朝倉村大字朝倉上、朝倉下及び朝倉南地

域に係る県営土地改良事業計画を変更したので、同条第６項

において準用する同法第８７条第５項の規定により、次のとお

り土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・朝倉下

地区）変更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月３日から５月２日まで

３ 縦覧場所

朝倉村役場

#愛媛県告示第７４９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、伊予市宮下、上野、上三谷及び下三谷地域に係

る県営土地改良事業計画を変更したので、同条第６項におい

て準用する同法第８７条第５項の規定により、次のとおり土地

改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用道路整備、客土、農業用用排

水施設整備及びほ場整備事業・伊予東地区）変更計画書の

写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月３日から５月１日まで

３ 縦覧場所

伊予市役所

#愛媛県告示第７５０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、上浮穴郡久万町大字東明神、西明神、上畑野川

、直瀬及び父野川並びに同郡美川村日野浦地域に係る県営土

地改良事業計画を変更したので、同条第６項において準用す

る同法第８７条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業

変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用道路整備事業・上浮穴高原地

区）変更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月３日から５月１日まで

３ 縦覧場所

久万町役場及び美川村役場

#愛媛県告示第７５１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、上浮穴郡美川村日野浦地域に係る県営土地改良

事業計画を変更したので、同条第６項において準用する同法

第８７条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更計

画書の写しを縦覧に供する。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業・上浮穴高原地区）変

更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月３日から５月１日まで

３ 縦覧場所

美川村役場

#愛媛県告示第７５２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、宇和島市地域に係る県営土地改良事業計画を変

更したので、同条第６項において準用する同法第８７条第５項

の規定により、次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを

縦覧に供する。
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平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（かんがい排水事業・宇和島地区）変

更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月３日から５月１日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所

#愛媛県告示第７５３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、宇和島市九島地域に係る県営土地改良事業計画

を変更したので、同条第６項において準用する同法第８７条第

５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更計画書の写

しを縦覧に供する。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（かんがい排水事業・宇和島第二地区

）変更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月３日から５月１日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所

#愛媛県告示第７５４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、北宇和郡津島町大字増穂地域に係る県営土地改

良事業計画を変更したので、同条第６項において準用する同

法第８７条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更

計画書の写しを縦覧に供する。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（担い手育成基盤整備事業・増穂地区

）変更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月３日から５月１日まで

３ 縦覧場所

津島町役場

#愛媛県告示第７５６号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項

の規定により、道後公園球戯場及び駐車場の使用料の収納事

務を平成１４年４月１日財団法人愛媛県埋蔵文化財調査センタ

ーに委託した。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

#愛媛県告示第７５７号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

西条市樋之口字廣坪１３７番１

２ 申請人の住所氏名

西条市喜多川７０３番地の１

田坂 太

３ 図面省略

#公 告

平成１４年度において県が発注する建設工事に係る競争入札

又は随意契約の見積り（以下「競争入札等」という。）に加

わろうとする者に必要な資格（以下「資格」という。）並び

にその審査の申請（以下「申請」という。）の時期及び方法

等は、次のとおりである。

なお、既に平成１４年度の建設工事に係る資格を有する者に

ついては、この公告に基づく手続は、要しない。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 工事種別

� 土木一式工事

� 建築一式工事

	 大工工事


 左官工事

� とび・土工・コンクリート工事

� 石工事


 屋根工事

#愛媛県告示第７５５号
卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）第５８条第１項の規定による地方卸売市場における卸売の業務の許可の内容に変更を生じ

たので、次のとおり公示する。

平成１４年４月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許可年月日
卸 売 業 者 の 所 在 地 及 び 名 称

変 更 理 由
変 更 前 変 更 後

水卸第３１号 昭和５５年４月１日 八幡浜市１５８１番地
太陽産業株式会社

八幡浜市１５８５番地
有限会社太陽魚市場 営業の譲渡し及び譲受け

公 告
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� 電気工事

� 管工事

� タイル・れんが・ブロック工事

� 鋼構造物工事

� 鉄筋工事

� 舗装工事

� しゅんせつ工事

� 板金工事

� ガラス工事

� 塗装工事

� 防水工事

� 内装仕上工事

� 機械器具設置工事

� 熱絶縁工事

� 電気通信工事

� 造園工事

� さく井工事

� 建具工事

 水道施設工事

! 消防施設工事

" 清掃施設工事

２ 建設工事に係る競争入札等に加わることができない者

� 当該競争入札等に係る契約を締結する能力を有しない

者及び破産者で復権を得ない者

� 次のいずれかに該当すると認められる者で、その事実

のあった後２年を経過しないもの（その者を代理人、支

配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者を

含む。）

ア 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗

雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の

行為をした者

イ 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を

妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正

の利益を得るために連合した者

ウ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履

行することを妨げた者

エ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の２第

１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の

職務の執行を妨げた者

オ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

カ アからオまでのいずれかに該当する事実があった後

２年を経過しない者を契約の履行に当たり代理人、支

配人その他の使用人として使用した者

３ 資格

� 競争入札等に加わることができる者は、次のいずれか

に該当する者とする。

ア 愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛

媛県告示第６０７号。以下「業者選定要領」という。）

第２条の規定による等級別格付け（以下「格付け」と

いう。）をされた者

イ 愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年

１１月愛媛県告示第１２７５号。以下「共同企業体要綱」と

いう。）第１２条第２項において例によることとされる

業者選定要領の規定による格付けをされた経常建設共

同企業体

ウ 共同企業体要綱第５条から第９条までに定める資格

要件を満たすものとして、共同企業体要綱第１１条第２

項の通知を受けた特定建設工事共同企業体（特定建設

工事共同企業体が加わることができる競争入札等の場

合に限る。）

� �の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は
、資格を有しないものとする。

ア 営業に必要な許可、認可等を得ていない者

イ 資格審査を申請する日前２年間において、振り出し

た手形又は小切手が不渡りとなり、銀行当座取引を停

止されている者

４ 申請の時期

新たに資格の審査を受けようとする者の申請は、執務時

間中（午前８時３０分から午後５時１５分まで）において、随

時受け付ける。ただし、特定建設工事共同企業体に係る申

請は、共同企業体要綱第１０条の規定による特定建設工事共

同企業体による競争入札の公告の日以後に受け付ける。

５ 申請書類の請求先、提出先及び提出方法

� 請求先

社団法人愛媛県建設業協会

〒７９０－０００２

愛媛県松山市二番町四丁目４番地４

電話番号（０８９）９４３－５３２４

� 提出先及び提出方法

別表の提出先に持参して提出するものとする。

	 �及び�の規定にかかわらず、特定建設工事共同企業
体に係る申請書類の請求先及び提出先は、共同企業体要

綱第１０条の規定による特定建設工事共同企業体による競

争入札の公告に定めるところによる。

６ 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

� 申請書類の作成に用いる言語は、原則として、日本語

とすること。

� 申請書類のうち、外国語で記載したものは、日本語の

訳文を付記し、又は添付すること。

	 申請書類の金額欄については、外国の通貨単位によら

ず、出納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６

条に規定する外国貨幣換算率により日本国通貨に換算し

て記載すること。

７ 特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとする者の取

扱い

� 特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務の調達手

続の特例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９号）第

１条に規定する特定調達契約をいう。以下同じ。）に係

る競争入札等に加わろうとする者は、申請書類を提出す

る際に、特定調達契約に係る競争入札等参加表明書（様

式第１号。以下「参加表明書」という。）を提出するこ

と。ただし、申請書類を提出した後において、特定調達

契約に係る競争入札等に加わろうとするときは、随時、

参加表明書のみを提出すること。

� 参加表明書を提出した者には、資格の審査結果を特定

調達契約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書（様
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式第２号）により通知する。

８ 資格の効力

資格は、平成１４年度の建設工事に係る競争入札等につい

て効力を有する。ただし、特定建設工事共同企業体に係る

資格は、当該特定建設工事共同企業体を結成して加わろう

とする競争入札等について効力を有する。

９ 平成１５年度及び平成１６年度の資格審査

平成１５年度及び平成１６年度の建設工事に係る競争入札等

に加わろうとする者の資格については、平成１４年９月に公

示を行う予定であるので、当該公示に基づき申請書類を提

出すること。

１０ 問い合わせ先

愛媛県土木部土木管理課建設業係

〒７９０－８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号（０８９）９４１－２１１１�
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別表（５関係）

申 請 書 類 の 提 出 先 申 請 者 の 所 在 地

愛媛県土木部土木管理課
〒７９０－８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
電話番号 ０８９－９４１－２１１１�

県外

愛媛県西条地方局伊予三島土木事務所事業管理課
〒７９９－０４０４
伊予三島市宮川四丁目６番５３号
電話番号 ０８９６－２４－４４５５�

川之江市、伊予三島市及び宇
摩郡

愛媛県西条地方局建設部管理課
〒７９３－００４２
西条市喜多川７９６番地１
電話番号 ０８９７－５６－１３００�

新居浜市及び西条市

愛媛県西条地方局丹原土木事務所用地管理課
〒７９１－０５０８
周桑郡丹原町池田１６１１番地
電話番号 ０８９８－６８－７００４�直

東予市及び周桑郡

愛媛県今治地方局建設部管理課
〒７９４－００４２
今治市旭町一丁目４番地９
電話番号 ０８９８－２３－２５００�

今治市及び越智郡

愛媛県松山地方局建設部管理課
〒７９０－８５０２
松山市北持田町１３２番地
電話番号 ０８９－９４１－１１１１�

松山市、北条市及び温泉郡

愛媛県松山地方局久万土木事務所用地管理課
〒７９１－１２０１
上浮穴郡久万町久万町５７１番地１
電話番号 ０８９２－２１－１２１０�直

上浮穴郡

愛媛県松山地方局伊予土木事務所用地管理課
〒７９９－３１１３
伊予市米湊２６９番地
電話番号 ０８９－９８２－１２０５�

伊予市及び伊予郡

愛媛県八幡浜地方局大洲土木事務所事業管理課
〒７９５－８５０４
大洲市田口甲４２５番地１
電話番号 ０８９３－２４－５１２１�直

大洲市及び喜多郡

愛媛県八幡浜地方局建設部管理課
〒７９６－００４８
八幡浜市北浜一丁目３番３７号
電話番号 ０８９４－２２－４１１１�

八幡浜市及び西宇和郡

愛媛県八幡浜地方局宇和土木事務所事業管理課
〒７９７－００１５
東宇和郡宇和町卯之町四丁目４４５番地
電話番号 ０８９４－６２－１３３１�直

東宇和郡

愛媛県宇和島地方局建設部管理課
〒７９８－８５１１
宇和島市天神町７番１号
電話番号 ０８９５－２２－５２１１�

宇和島市及び北宇和郡

愛媛県宇和島地方局御荘土木事務所用地管理課
〒７９８－４１９４
南宇和郡御荘町平城３０４８
電話番号 ０８９５－７２－１１４５�直

南宇和郡

愛 媛 県 報平成１４年４月２日 第１３４４号

４３６



様式第１号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加表明書

特定調達契約に係る競争入札等参加表明書

年 月 日

愛媛県知事 殿

郵便番号 □□□－□□□□

主たる営業所の所在地

商号又は名称

代表者又は個人の氏名 �
電話 （ ） － 番

参加を希望する工事種別

愛 媛 県 報平成１４年４月２日 第１３４４号

４３７



様式第２号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書

特定調達契約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書

第 号

年 月 日

商号又は名称

代表者又は個人の氏名 殿

愛媛県知事 �

１ 資格の有無

工 事 種 別 資 格 の 有 無

２ 有効期間 年 月 日から 年 月 日まで

平成１４年４月２日 印刷
平成１４年４月２日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円４３８

愛 媛 県 報平成１４年４月２日 第１３４４号


